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平成29年10月２日 

各 位 

会社名 株式会社城南進学研究社 

代表者名 代表取締役社長ＣＥＯ 下村 勝己 

（ Ｊ Ａ Ｓ Ｄ Ａ Ｑ ・コ－ ド４ ７ ２ ０ ） 

問合せ先 取締役執行役員ＣＡＯ 杉山 幸広 

（ＴＥＬ.０４４－２４６－１９５１） 

 

 

  株式会社進学会ホールディングスとの資本業務提携に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 29 年 10 月２日開催の取締役会において、株式会社進学会ホールディング

スと資本業務提携契約を締結することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 

 

１．資本業務提携の理由 

当社は、「城南予備校」の予備校部門、小学生から高校生までを対象とした「城南コベッ

ツ」の個別指導部門、乳幼児教育の「くぼたのうけん教室」、幼児･児童英語教室「ズー・ 

フォニックス・アカデミー」、そして認証保育園「城南ルミナ保育園」等、乳幼児から社会

人にまで幅広い層に対し、学び、成長していく機会と場を提供する総合的な教育機関として

社会に役立つ企業を目指しております。 

株式会社進学会ホールディングス（以下、「進学会ＨＤ」）は、昭和47年に学習塾として

札幌市にて創業し、昭和51年に前身となる株式会社進学会を設立、本年10月２日に会社分割

による持株会社進学会ＨＤへと移行しました。創業より、「目標・計画・実行 継続は力な

り」をスローガンに、現在では北海道から九州まで1道22県において直営の学習塾を展開し

ております。またスポーツ事業、賃貸事業および資金運用事業等を展開するグループ会社の

持株会社です。学習塾においては、公立校入試傾向を徹底的に分析したオリジナルテキスト

にこだわり、講師の質を重視し、公立トップ校へ数多くの合格者を輩出しております。 

学習塾業界では、少子化による学齢人口の減少を背景として価格競争が頻発し、企業間の

競合が熾烈をきわめております。シナジー効果を高める業務提携や、Ｍ＆Ａも活発化してお

り、シェア確保や業界再編に向けた様々な動きが見られます。このような環境下において当

社と進学会ＨＤは協力関係の構築による新たな顧客の掘り起し、および授業の質を中心とし

たサービスと顧客満足度の向上について検討してまいりました。その結果、双方の掲げる基

本理念や指導理念には、相互に共通点が多いことから、長期的な資本業務提携に基づいた協

働関係を築き上げ、新たな付加価値を生み出していくことで合意をいたしました。 
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２．資本業務提携の内容等  

 

（1）資本提携 

 当社は、取得価額150百万円を目安に平成30年3月31日までに進学会ＨＤの普通株式を市場

にて取得する予定です。また、進学会ＨＤは、当社の普通株式を平成29年９月29日時点で

383,200株（保有割合4.29％）を市場より取得済みです。 

 

（2）業務提携 

 下記の項目について協働による推進を進めて早期に成果を出すことをめざします。 

 

① 個別指導部門における学習指導ノウハウの共有   

当社は個別指導教室「城南コベッツ」を、進学会ＨＤはグループ会社として個別指導部

門の株式会社プログレスを展開しております。お互いのノウハウを共有することで、個別

指導部門のさらなる指導力向上を目指します。 

 

② 学習塾部門における受験指導ノウハウの共有 

当社は、高校生を対象に大学進学予備校「城南予備校」を首都圏にて、進学会ＨＤの学

習塾部門の株式会社進学会は、小中学生を中心に北海道から九州まで１道 22 県で指導を

行っております。お互いの強みとするノウハウを共有することで、受験指導の強化を図り、

学習塾業界における優位性を高めてまいります。 

 

③ 教育コンテンツに関するノウハウの共有 

現在、当社と進学会ＨＤはそれぞれでデジタル教材など学習コンテンツを開発しており

ます。今後はその開発力を融合させることで、それぞれの強みを活かした、より高品質の

学習コンテンツの開発を行うとともに、2020 年教育制度改革にあわせた新たな学習コンテ

ンツの調査・研究、開発に両社で取り組んでまいります。 

 

④ スポーツ部門における募集ノウハウの共同研究 

当社はグループ内の株式会社久ケ原スポーツクラブを東京都に、進学会ＨＤはグループ

内のスポーツ部門としてスポーツグラブ Zip を札幌市内に展開しております。今後お互い

のスポーツ部門の募集力強化に向け、その募集ノウハウを共同研究してまいります。 

 

⑤ 新規事業開発の共同研究 

当社グループと進学会ＨＤがそれぞれの持つ学習コンテンツとその開発力、指導ノウハ

ウ等のリソースを活用し、両社の企業価値向上のための新規事業開発を共同で研究してま

いります。 

 

⑥ ＩＣＴを活用した教育の推進 
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2020 年に向け教育現場、学習塾業界においてＩＣＴの活用が強まるものと考えられます。

現在、進学会ＨＤが作成したタブレット対応の学校向け教育用ソフト「Super Interactive 

School」は全国で約 3800 校に導入されております。今後、両社でＩＣＴを活用した教育

の推進にむけ、学習コンテンツの開発を進めてまいります。 

 

⑦ 上記項目を推進するための人材交流 

上記項目を具体的に推進できるよう、早期に業務提携委員会を発足し、人材交流を進め

てまいります。 

 

 

３．株式会社 進学会ホールディングスの概要（平成29年3月31日現在） 

① 名 称 株式会社進学会ホールディングス 

② 所 在 地 北海道札幌市白石区本郷通一丁目北 1 番 15 号  

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役会長 平井 睦雄 

④ 事 業 内 容 
学習塾の継続授業、講習会、公開模擬試験の運営、教育用コンピュー

タソフトの開発ならびに販売促進、スポーツクラブの経営他  

⑤ 資 本 金 39 億 8,410 万円 

⑥ 設 立 年 月 日 1976 年 6 月 17 日 

⑦  発 行 済 株 式 数 20,031,000 株 

⑧  事 業 年 度 の 末 日 3 月 31 日 

⑨  従 業 員 数 1,354 名（パート含む） 

⑩ 主 要 取 引 先 大日本印刷株式会社、北海道放送株式会社  

⑪ 主 要 取 引 銀 行 北洋銀行、北海道銀行、みずほ銀行 

⑫ 

 

大株主及び持株比率 

 

（1）有限会社平井興産   7,425,544（37.0％） 

（2）平井 睦雄      2,975,720（14.8％） 

（3）浜興産株式会社     710,000（3.5％） 

（4）ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ  

ﾄﾗｽﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ            670,959（3.3％） 

（5）平井 純子       600,032（3.0％） 

（6）平井 将浩       596,216（3.0％） 

（7）進学会職員持株会    449,418（2.2％） 

（8）Black Clover Limited  348,100（1.7％） 

（9）ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝｸ ｱﾝﾄﾞ  

ﾄﾗｽﾄ ｶﾝﾊﾟﾆｰ505012       270,000（1.3％） 

（10）株式会社北洋銀行       250,630（1.3％）   

  



4 

 

⑬ 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係はあ

りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関 

係はありません。 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には、記載すべき人的関係はあ

りません。また、当社の関係者及び関係会社と当該会

社の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関

係はありません。 

取 引 関 係 

当事者間には、記載すべき取引関係はありません。

また当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係

者及び関係会社の間には特筆すべき取引関係はあ

りません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 

当事者間には、関連当事者への該当状況はありませ

ん。また当該会社の関係者及び関係会社は、当社の

関連当事者には該当しません。 

⑭ 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 平成 29 年 3 月期 

 純 資 産 23,858 百万円 27,761 百万円 27,767 百万円 

 総 資 産 25,898 百万円 29,304 百万円 29,644 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 1,194.11 円 1,389.48 円 1,389.78 円 

 売 上 高 5,669 百万円 5,433 百万円 6,122 百万円 

 営 業 利 益   166 百万円 255 百万円 95 百万円 

 経 常 利 益 1,175 百万円 327 百万円 670 百万円 

 当 期 純 利 益 705 百万円 4,674 百万円 305 百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 35.29 円 233.98 円 15.28 円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 10 円 30 円 15 円 

 

４．日程 

（1）取締役会決議    平成 29年 10 月２日 

（2）契約締結日     平成 29年 10 月２日 

（3）事業開始日     平成 29年 10 月３日 

 

５．今後の見通し 

今回の資本業務提携による今期の業績への影響につきましては、現段階では軽微であり

ますが、今後業務提携の進捗度に応じて、業績予想に織り込んでまいります。 

 

 

以 上 


